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 企業競争監視委員会(Komisi Pengawas Persaingan Usaha、以下｢KPPU｣といいます。)が、国民経済再生支援のため独占禁止

法の適用及びパートナーシップ実施の監督の緩和措置に関する 2020 年 KPPU 規則第 3 号(以下｢2020 年 KPPU 規則｣といいま

す。)を制定してから 2 年が経過しました。事業環境が概ね改善されつつあり、企業もニュー・ノーマルに適応してきていることか

ら、この度 2020 年 KPPU 規則に基づき認められていた緩和措置が最終的に取り消されることになりました。 

 

 KPPU は、緩和措置の取消のため 2022 年 KPPU 規則第 2 号を制定しました。同規則に基づき、2022 年 5 月 1 日以降は、2020

年 KPPU 規則に基づいて認められていた以下の緩和措置は適用されなくなります。 

 

(i) COVID-19 のアウトブレイクへの対処又は事業運営におけるビジネス関係者への経済的支援を目的とした、支配的地位の

利用に関する独占禁止法執行の緩和。 

 

(ii) 合併等の KPPU への届出期限の効力発生後 30 営業日から 60 営業日への延長。 

 

 多くの顧客がパンデミック発生時に、ロックダウン中の移動制限や在宅勤務要請など、様々な課題に直面したことから、これらの

緩和措置は、国外の合併等の KPPU への届出等に関して、大きな役割を果たしました。しかし、2022 年 5 月 1 日以降は届出期限

の延長が廃止されることから、事業者は、潜在的な問題や制裁を回避するため、独占禁止法上の義務、特に合併等の KPPU へ

の届出期限を厳守する必要があります。 
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当事務所では、クライアントの皆様のビジネスニーズに即応すべく、弁護士等が各分野で時宜にかなったトピックを解説したニューズレターを執筆し、
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